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CoPS プロジェクトにおける信頼と技術者コミュニティの形成 

 
○今井寿子（立命館大学大学院テクノロジーマネジメント研究科 

 

 

 
問題意識 本研究の目的 

 イノベーションの実現にコミュニティが重要な役割を果たすことは多くの研究により指摘されて

いる。Ｒ＆Ｄ段階や標準化制定におけるコミュニティに関する研究事例は数多い。しかしこれらはマ

スプロダクション領域の製品を対象としている。CoPS といわれるマスプロダクションとは異なる技術

開発についての研究事例はあまり見られない。とくに国内では大型プロジェクトは自発的にというよ

りは国家プロジェクトないしそれに近い形で始まるため、技術開発を後押しするコミュニティの存在

が見えにくく、あまり着目されてこなかったと推察される。 

本稿では、コミュニティ形成のきっかけが必ずしも自発的ではない（当事者の意思とは無関係に招

集される）にもかかわらず、ＣｏＰＳを構成する技術開発を支える技術者コミュニティが形成された

過程とその後の役割について、コミュニティの機能、信頼構築に関する先行研究を援用しフレームワ

ークの構築を試みる。 

 

先行研究 

コミュニティは関心を共有する人々の集まりと定義される（マッキーヴァー1917, 杉原 2012）。組

織としてのコミュニティは、外部と内部の関係の二重性（広井 2009）を特長とする組織と理解でき

る。コミュニティがイノベーションの実現に大きな役割を果たしうることや、コミュニティの形成に

信頼が重要な役割を果たすことは多くの先行研究が指摘している。とくにマスプロダクション領域に

おいて、企業組織内で複数の既存組織を横断するようなネットワーク組織、もしくは 協同組合のよ

うに既存の複数組織間をつなぐ媒介的な中間機関のイノベーションへの貢献は盛んに論じられてい

る。 

 一方で CoPS(Complex Products and Systems)のようにマスプロダクションとは異なる産業技術領域

については、プロジェクト・マネジメントの視点からの分析は行われている(向井 2014)が、プロジェ

クト参入者相互の関係性、とりわけ信頼構築に着目した研究事例は少ない。 

イノベーションとコミュニティ 

 金ら（2005）によれば、イノベーション・コミュニティは探索共同体・計画共同体を経て研究共同

体と進化していくとされる。曾（1992）では、新規事業開発プロセスについて、醸成段階・構想段階・

実行段階の３つの段階を経て新規事業が成立するフレームワークが提示されている。標準化において

も、Ｒ＆Ｄコンソーシアムの形成とコンセンサス標準の成立過程について多くの研究がある。（糸久

2011, 高梨&Lee 2013）また開発の初期段階でのコミュニティの役割、たとえば CoPS の事例の一つで

あるフライトシミュレータの開発について CTO が有効に機能したことを指摘した研究

（ROSENKOPF1998）がある。 

 コミュニティが持ち合わせる機能については多様な側面からの指摘がある。代表的なものとして、

中間機関として既存組織の間のコンフリクトを調整する役割をもつコミュニティと、勉強会・異業種

交流会のように知識交流の機会となるコミュニティとが挙げられる。1 番目のものは中間組織ともい

われ、既存組織の調整機能を有する。標準化制定時に形成されるものがよく知られている。2 番目の

ものは、勉強会・異業種交流会として存在することが知られている。また、とくにプラクティス（実

践）が共有される場合実践コミュニティと呼ばれ、学習や技術伝承の場として機能することが知られ

ている(Lave and Wenger 1992、田崎 2009)。またひとたび形成された実践コミュニティが外的要因の

変化によってスピンオフを起こす事例についての研究も知られている（與倉 2012, 長山 2012）。この

ように、形成されたコミュニティの果たす機能・役割に関する研究事例は非常に多い。 

 コミュニティへの参加形態については、何らかの呼びかけに自らの意思で応じる、もしくは呼びか
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け人になるような、自主的・自然発生的に集まるだけではないことが知られている。特に実践コミュ

ニティにおいて、初めは半ば強制的に集められ何らかの業務に携わる中でコミュニティが形成され自

らもその一員（中心的メンバー）になる形態（長山 2012）や、徒弟制のように以前から存在していた

コミュニティに正統的周辺参加と言われる形で加わり徐々に中心的メンバーとなっていく参加形態

も存在する。（Lave & Wenger1992） 

CoPS(Complex Products and Systems)に関する研究事例 

イノベーション研究においては、これまで電機、自動車、情報のようにマスプロダクションの領域

について、アーキテクチャの視点をベースに技術開発そのものを取り上げた研究が盛んにおこなわれ

てきた。（延岡 2006） 

 一方 CoPS(Complex Products and Systems)は、例えば高コストな技術集約的な製品、システム、ネ

ットワーク、契約であるされ、消費財とは異なる分析カテゴリーである（Hobday1998, 向井 2014）。

近年 CoPS に関するイノベーションの実現過程に関する研究が明らかにされてきているが、Hobday の

研究はその下地となったといえる。（向井 2014） 

 CoPS をマスプロダクション（コモディティ商品）と比較したときの特徴として、まず階層性・複雑

性が挙げられる。また開発が長期にわたって継続することも特徴的であるとされる。研究動向として

は、時間やコストをはじめとするプロジェクトのマネジメントに関する研究事例が多い。また多くの

研究では、個別の技術開発要素よりシステム全体の開発や運用に着目している。（向井 2014） 

リスクの受け入れ、信頼構築 

新しい技術開発には不確実性というリスクが伴う。特に長期の開発要件であれば、一技術者の立場

からはキャリアを棒に振る可能性すらある。しかし新たな技術開発に伴って形成されたコミュニティ

の先行研究では、参加メンバーがこのようなリスクをどう受け入れたかについてあまり論じていない。 

リスクの受け入れに関する研究事例としては、イノベーションの初期段階におけるプロセス、特に

コミュニティ形成に関する研究では、リスクをいかに受け入れたのかに関する言及が明確にはなされ

ていないように見える。取引関係に関する研究では、不確定な取引を始めるとき、「人質供出（hostage 

posting)」を行うことにより信頼が構築できるため、取引が実現しやすくなるとされる。（北 2014）。

また、信頼はリスクを受け入れやすくする（Mayer et al 1995）、リスクを受け入れることがイノベ

ーションの実現に必要（戸前 1995）との指摘もある。 

 取引関係においては信頼に関する研究事例は多い。その中でも、取引関係の持続に信頼が役立つこ

とを日本の「ケイレツ」を事例として検証した研究によれば、取引関係の安定的な持続に寄与する３

つのタイプの信頼があり、それぞれ能力に対する信頼、約束厳守に対する信頼、善意に対する信頼と

集約されている。(Sako1991,酒向 1998) 

 

本研究の着眼点 

 いままで、特に国内において論じられることの少なかったＣｏＰＳ領域について、CoPS を構成する個

別の技術開発要素の技術者コミュニティの形成過程を信頼構築の視点から分析する。 

 具体的には、国家プロジェクトのあるテーマに招集された各参加企業において、当初参加企業の代表

としてプロジェクトに参加していた技術者同士が、リスクを受け入れ技術者コミュニティを形成してい

く過程を、信頼構築を分析ツールとして、プロジェクトへの招集段階から技術者コミュニティ形成過程

をトレースする。さらにプロジェクト終了後にコミュニティが維持した機能が、コミュニティメンバー

の技術者が所属する企業の意向とどのように関係していたかの分析を試みる。 

 

分析方法 

 資料としては、先行研究の事例の記述、当時を知る関係者へのインタビュー、そこから得られた情報

を手掛かりにした文献資料の探索により当時の状況を確認し、その中で相互に整合性がとれているとみ

なされたものを資料として採用した。 
 分析のフレームワークとしては、以下のようなプロセスの存在を仮定した。 

１．前段階： 
プロジェクトの招集元から、複数の企業へ協力依頼があり、実務担当者として技術者が派遣

される。正統的周辺参加に相当する段階 
 ２．コミュニティ形成段階： 

プロジェクト内で信頼関係を構築していく段階。ここではまず参加者と招集元との間の信
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頼構築（能力に対する信頼、約束厳守に関わる信頼）が進行し、その後参加者相互の信頼

構築（善意に関する信頼）が進行する。 
 ３．コミュニティ確立段階： テーマからのスピンオフ段階 

 選択肢３－１．各参加企業が協働に前向きである場合、企業の間の調整機能を持つコミュ

ニティになる 
 選択肢３－２．各参加企業が協働に前向きではない場合、技術者の情報交換の機会として

の機能を主としたコミュニティになる 
 分析対象としては、CoPS として１９７０年代から９０年代前半にかけて続いた国内での太陽光発電

システムに関する技術開発を取り上げ、各技術開発要素としては、事例Ａ：セル・モジュール開発（低

コスト製造技術の実現）、事例Ｂ：系統連系技術開発（逆潮流の実現）、事例Ｃ：屋根工事（施工ガイド

ライン制定）の３つに着目した。 
 なお用語について、本稿では技術開発に携わる専門家（すでに既存のなんらかの技術分野において専

門性を有している）を総称して技術者と呼ぶことにする。 
 
分析結果 

 事例Ａ：セル・モジュール開発（低コスト製造技術の実現）、事例Ｂ：系統連系技術開発（逆潮流の

実現）、事例Ｃ：屋根工事（施工ガイドライン制定）について収集した資料を基にした分析の結果、以

下のことが確認された。 
 
１）3 つの事例とも、参加組織は招集元から“半ば強制的に“参加を要請され、実際の会合の場に集ま

った実務担当者はプロジェクト準備段階を含め業務命令として参加していた。 
２）初期段階では、3 つの事例とも、プロジェクト参加組織にとっては招集元の「責務（意図）に対す

る信頼」、招集元にとっては参加組織に対する「能力に対する信頼」が重要な見極めポイントであった。 
３）その後、プロジェクトに参加する実務者（組織から直接プロジェクトに参加している人）が相互に

「実直（誠実）に対する信頼」を確立し、実務担当者同士のネットワークを基盤とする技術者コミュニ

ティが構築された。 
４）技術者コミュニティは成立したうえで、当初のプロジェクトは終了する。その後の技術者コミュニ

ティと参加組織の意向の対応は以下の通りであった。事例Ａ，Ｃについては参加組織が連携に消極的で

あり、技術者コミュニティは知識交流の機会として機能した。一方事例Ｂについては参加組織が連携に

積極的であり、技術者コミュニティは組織間の調整機能をもつものであった。 
 
以上のうち２）３）を図式化したものを図１に

示す。 
 プロジェクトへの招集という形で、招集元と参

加企業との間に関係性が生じたのち、まず招集元

と個々の参加者との間で信頼関係が構築される。

この時重要なのは、「招集元は（予算獲得などを）

ちゃんとやってくれるのか」ということと「参加

企業は（技術的に）対応可能なのか」ということ

であった。次に、参加企業（実際には各参加企業

から派遣され実務を遂行することになる技術者）

同士が「機会主義に走ったりしないか」というこ

とを見極めようとするようになる。プロジェクトが

順調に進行しこの懸念が払しょくされれば、プロジ

ェクトが終了してからも技術者同士のつながりは

維持され、プロジェクトにより生み出された技術的

な知見が保持される「技術者コミュニティ」が継続

する。  
 ４）を図式化したものを図 2 に示す。技術者によ

るコミュニティは成立しているが、各技術者が所属

する企業同士の関係は、技術者コミュニティを形成

図１．信頼構築と技術者コミュニティの形成

図２．技術者コミュニティの機能と

所属企業の意向の相関 
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する技術者によって決定づけられるわけではない。組織として、この技術分野について他の企業との連

携に積極的な場合と消極的な場合がありうる。そして、本稿が分析した事例においては、企業が連携に

積極的である事例と技術者コミュニティが調整機構を持つ場合とが一致し、一方企業が連携に消極的で

ある事例と技術者コミュニティが知識交流型である場合とが一致した。 
 
まとめ 

 以上のように、ＣｏＰＳにおける技術者コミュニティについて、信頼構築の視点からコミュニティ形

成過程を分析し、形成された技術者コミュニティの機能は技術者の所属組織の意向を反映するというフ

レームワーク構築の可能性が提示された。 
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